
　第三作業部会報告書
気候変化２００１　緩和対策

２００２年４月２４日

西川　裕也　白田　要

新井　紫織　瀬川　晋

前田　陽一



ＣＯＮＴＥＮＴＳ

１、ＩＮＴＲＯＤＵＣＴＩＯＮ

２、緩和への挑戦の特質

３、温室効果ガス排出を制限または削減し、
　吸収を増大させるオプション

４、緩和行動のコストと副次的な便益

５、緩和の方法と手段

６、知識のギャップ



１、イントロダクション

１、１　ＩＰＣＣの歴史

１，２　第一、第二作業部会報告書の概要

１，３　第三作業部会報告書の概要



１，１　ＩＰＣＣの歴史

１９８８年　ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間
　　　　　パネル）設立

１９９０年　ＩＰＣＣ第一次報告書（ＦＡＲ）

　　　　　⇒１９９２年　ＦＣＣＣ（気候変動枠組
　　　　　み条約）締結　１９９４年　発効

１９９５年　ＩＰＣＣ第二次報告書（ＳＡＲ）

　　　　　⇒京都議定書採択

２００１年　ＩＰＣＣ第三次報告書（ＴＡＲ）



１，２　第一、第二作業部会報告
書の概要

第一作業部会報告書

　　気候系についての理解の現状と将来の
気象予測

第二作業部会報告書

　　気候変化の影響に対する自然・人間シス
テムの感受性・適応力・脆弱性の評価



１，３　第三作業部会報告書の
概要

緩和対策（排出削減及び吸収）

気候変化緩和の科学的、技術的、環境的、

経済的、社会的側面を評価するもの



１，４　緩和と適応

適応（adaptation)　事後的な取り組み

緩和（mitigation)　事前抑制
　　ex.　炭素・エネルギー税
　　　　　排出権取引　補助金

　　　　　直接規制　自主協定



２、　緩和への挑戦の特質

２，１　気候変化の特異な性質

２，２　開発経路の効果



２，１　気候変化の特異な性質

気候変化の問題の特質

・グローバルな規模

・長期間（数世紀に及ぶ）

・気候、環境、経済、政治、制度、社会、技術の各
プロセスの間における複雑な相互作用が含まれ
る。

⇒気候変化への対応策

　不確実性やリスクの下での決定という特徴



２，２　開発経路の効果

開発経路とは？

全ての国での社会的な価値及び消費や生産

パターンに関する可能なシナリオのこと



様々な開発経路（シナリオ）が存在し、大きく
異なる結果をもたらす可能性がある。

理由

緩和のタイプ、規模、タイミング、コストは国

ごとの状況や社会経済的・技術的な発展経

路の違い、あるいは大気中の温室効果ガス

濃度安定化で望まれる水準によって左右さ

れる。





グレー　total global CO2 emissions
Color    the various mitigation scenarios
Ａ１　高成長社会シナリオ

（A1B balanced, A1T non-fossil fuel, 
A1FI the fossil intensive)
Ａ２　多元化社会シナリオ

Ｂ１　持続発展型社会シナリオ

Ｂ２　地域共存型社会シナリオ

⇒どういう社会を目指すかによって全く違う、異なる効果



気候変化緩和⇔広範囲な社会経済政策や傾向

ex,  開発　持続可能性、公平性
に関係する政策や傾向

１、気候緩和政策はより広範囲な社会目的に合致する
ものなら、持続可能な開発を促進する可能性がある。

２、緩和行動によっては気候変化以外の分野でも便益　
　を生む

Ex, 健康問題の減少、雇用の改善、
　　負の環境便益削減、森林・土壌・流域の保護と育成

　　温室効果ガス排出を増加させる助成金や税金の削

　　減、持続可能な開発という広範囲な目標に貢献する

　　形での技術革新や普及の誘起



各国による緩和への貢献の将
来的な差異化

公平性の問題

要因

国内や地域内、各国間や各地域間で、世代
間での

１、技術や自然資源、資金源といった資源の
配分が異なる

２、緩和コストが違う



より低い排出シナリオのために

• 様々なエネルギー資源開発のパターンを
要する。

• SPM2：以下の比較
　・SRESシナリオでの1990から2100年の累
積炭素量

　・全世界の化石燃料埋蔵量と資源に含ま
れる炭素量の比較





２、　緩和への挑戦の特質

２，１　気候変化の特異な性質

２，２　開発経路の効果



２，１　気候変化の特異な性質

気候変化の問題の特質

・グローバルな規模

・長期間（数世紀に及ぶ）

・気候、環境、経済、政治、制度、社会、技術の各
プロセスの間における複雑な相互作用が含まれ
る。

⇒気候変化への対応策

　不確実性やリスクの下での決定という特徴



２，２　開発経路の効果

開発経路とは？

全ての国での社会的な価値及び消費や生産

パターンに関する可能なシナリオのこと



様々な開発経路（シナリオ）が存在し、大きく
異なる結果をもたらす可能性がある。

理由

緩和のタイプ、規模、タイミング、コストは国

ごとの状況や社会経済的・技術的な発展経

路の違い、あるいは大気中の温室効果ガス

濃度安定化で望まれる水準によって左右さ

れる。



各国による緩和への貢献の将来的な差異化

公平性の問題

要因

国内や地域内、各国間や各地域間で、世代
間での

１、技術や自然資源、資金源といった資源の
配分が異なる

２、緩和コストが違う



図ＳＰＭ－１を挿入

グレー　total global CO2 emissions
Color    the various mitigation scenarios
Ａ１　高成長社会シナリオ

（A1B balanced, A1T non-fossil fuel, 
A1FI the fossil intensive)
Ａ２　多元化社会シナリオ

Ｂ１　持続発展型社会シナリオ

Ｂ２　地域共存型社会シナリオ

⇒どういう社会を目指すかによって全く違う、異なる
効果



気候変化緩和⇔広範囲な社会経済政策や傾向

ex,  開発　持続可能性、公平性
に関係する政策や傾向

１、気候緩和政策はより広範囲な社会目的に合致する
ものなら、持続可能な開発を促進する可能性がある。

２、緩和行動によっては気候変化以外の分野でも便益　
　を生む

Ex, 健康問題の減少、雇用の改善、
　　負の環境便益削減、森林・土壌・流域の保護と育成

　　温室効果ガス排出を増加させる助成金や税金の削

　　減、持続可能な開発という広範囲な目標に貢献する

　　形での技術革新や普及の誘起



３、７.温室効果ガス排出を制限または削減
し、吸収を増大させるオプション

温室効果ガス排出削減のための技術

　⇒１９９５年のＳＡＲ以降、広範囲において顕著な
進展が続いている。

例：風力発電用タービンの市場導入・効率的なハイ
ブリッドエンジンの自動車・二酸化炭素の地下貯
蔵の実証研究etc..





表ＳＰＭ－１　（2010～2020年の温室効果ガス排出
削減ポテンシャルの予測値）の要点

・ビル・運輸・製造部門における最終利用エネルギー
効率化のための技術や実践がポテンシャルの１
／２以上。

・少なくとも2020年までは比較的安価で豊富な化石
燃料がエネルギー供給・転換において優勢。

・低炭素エネルギー供給システムは削減に貢献す
る可能性が高い。　　

・農業部門ではメタンと窒素酸化物は削減可能。

・フッ化ガスの排出は工程の変更等で最小限に、あ
るいは代替化合物を用いる事等で回避できる。



• 各部門の排出削減可能性のポテンシャルの1/2
は直接便益（エネルギー節約分）が直接コスト
（資本・運用・維持コスト）を上回り、残りの1/2は
100ドル／炭素トンのコストで2020年までに達成
できる可能性がある。

• 本報告書で評価した様々な研究はそれぞれ独
自の領域や仮定を有していて、全ての部門や地
域に関する研究は無い。⇒基礎的な研究での不
確実性



３、８．炭素の保全と隔離

• 森林・農業用地・その他の陸上生態系システム
　　⇒炭素緩和の可能性

・緩和のための3つの戦略
①既存炭素プールの保全

②炭素プールの規模拡大による隔離

③持続可能に生産できる生物起源の製品への転
換



・炭素プールの保全については

　漏洩を防止できれば排出を回避する可能性がある。

　社会経済的な要因を解決すると初めて持続可能に
なる。

・生物的緩和オプションは

適切に管理されれば、ＣＯ２削減以外の社会的・経済
的・環境的便益を持つ。

不適切な場合、負の影響を持つ。



３、９．低排出な未来への経路

• 温暖化ガス低排出の実現に向けて、各国・地域
は自身の経路を選択しなくてはならない。（経路
は一つではない）

• 大気中ＣＯ２濃度安定化水準達成のためには社
会経済的・制度体制的変化が求められる。

• 温室効果ガス緩和や濃度安定化のためにはエ
ネルギーの利用と供給に対する効率化技術の
導入が重要。

• 各国間・地域間での技術移転は地域レベルでの
オプション選択の幅を広げ、規模の経済性と学
習はその適用コストを低減させる。



３、１０．社会的な学習・革新・制度
的構造の変革
• 社会的な学習・革新・制度的構造の変革は気候変
化緩和に貢献する可能性がある。

• 短期的には社会的な革新や個人・組織の行動に
影響。長期的には社会経済のポテンシャルを更に
高める可能性がある。

⇒抵抗に遭う場合が多いが、意思決定プロセスによ
り公共の参加を奨励する事で解決できる可能性が
ある。



４、　緩和行動のコストと副次的
な便益



コストや便益の推計方法と
それらの副次的な便益

• 定量的な推計
　　多様な要素原因により大きな違い、不確実性が多
い

SAR
　推測計算方法
• ボトムアップアプローチ
　　特定な技術や部門の評価を積み上げる
• トップダウンモデル
　　マクロ経済での関係から計測
　　コストや便益の推測計算の差異を生む



4.1　緩和行動のコストと便益の推
計

1. 厚生の扱い

2. 分析の範囲とコスト

3. 分析に組み込まれている基礎的な仮定

　これらの違い

　　緩和行動を実施した場合の実際のコスト
や便益を反映しない可能性がある



（１）、（２）によるコストと便益
・収益の還元に依存する

特に次の項目の考慮の有無に依存する
・　実施コストと取引コスト
・　分配の影響（排出割り当て）
・　複数のガス
・　土地利用変化オプション
・　気候変動回避の便益
・　副次的便益
・　ノーリグレットの機会
・　外部性の評価



仮定

• 人口構成の変化や、経済成長率と経済構造

• 緩和目標の水準とタイミング

• 実施措置での仮定

• 割引率



4.2　ノーリグレット機会の開拓によ
るＧＨＧ排出源の制限

• 市場の不完全性
　例　化石燃料への助成金
• 副次的便益
　例　石炭の使用削減　二酸化炭素排出削減⇒大
気汚染削減

• 二重配当
　例　二酸化炭素削減のための税制導入
⇒二酸化炭素排出削減
⇒税収
　既存の無駄な税金の減税に当てる



4.3　付属書Ｂ国が京都議定書を実
施する場合のＧＤＰへの影響

付属書Ⅱ国

• 付属書Ⅱ国間での排出量取引が行われな
い場合（国内取引有）

　　2010年まで　ＧＤＰ約0.2－2％の損失
• 排出量取引が行われる場合
　　2010年まで　ＧＤＰ約0.1－1％の損失



コストを押し上げる要素

• 排出量取引の利用に対する制約
• メカニズムを実施する場合の取引コスト
• 国内での効率的でない実施
• ノーリグレットの可能性についての国内対策
や措置

• CDMの利用、吸収、非GHG 



モデル

• 京都メカニズム
　・一定の国において高いコストとなるリスクをコントロー
ルする上で重要

⇒国内の政策メカニズムを補完

　・国際的な影響が不公平となるリスクを最小限にす
る

　・限界コストを一定にするのにも役立つ

国内限界コスト　

• 　排出量取引なし　20＄/tC～600＄/tC
• 　排出量取引あり　15＄/tC～150＄/tC



経済移行国

• GDP　無視できる程度から数％の増加
　エネルギー効率改善、不況の継続

　排出枠が排出量を上回る

　一部はGDP減少



4.4　１世紀の時間規模での費用効果性

濃度安定水準の下落

　⇒二酸化炭素安定化コスト　上昇（限界費用逓増）

濃度水準に伴うコスト

　⇒割引率や排出削減の配分、採用される政策や措置、

　特にベースラインシナリオの選択によって影響を受け
る

　⇒地方・地域での持続可能な開発に焦点を当てるシ
ナリオが費用が安い



4.5　緩和努力の下でのコストと便
益の不均等な配分

コストで被る活動を明らかにすることの方が、便益を測
るより容易。
・経済的な不利益を被る部門
⇒エネルギー集約部門（石炭、石油、ガス、鉄鋼）
・便益の期待できる部門
⇒再生可能エネルギー産業
（例）
・化石燃料への助成金を排除する政策
⇒経済効率の向上を通して、社会的便益の増加
・京都メカニズムの利用
⇒付属書B国の目標達成コストを下げる



4.6　スピルオーバー効果
（拡散効果・外部経済）

石油輸出国である非付属書Ⅰ国

• 最小コストの場合
　排出量取引ない場合　GDP0.2％減
　　　　　　　　　ある場合　　　0.05％以下減　　　　　　
• 最大コストの場合
　排出量取引ない場合　石油収入25％減
　　　　　　　　　ある場合　　　　　13％減
⇒化石燃料への助成金の排除、エネルギー税の改革、

　天然ガスの利用拡大などにより、影響の削減可能



他の非付属書Ⅰ国

• OECD諸国向けの輸出需要低下、炭素集
約型製品の価格上昇など

　⇒正、負の影響両方あり。



• カーボンリーケージ
（温室効果ガス削減を行った国・地域に対する
ほかの国のGHGの増加量）

炭素集約型産業の非付属書Ⅰ国への移転、

価格変動に対応する貿易の流れの広範囲な影
響

⇒5－20％規模のリーケージ



（例）

• エネルギー産業への税控除
　⇒カーボンリーケージの推計値が高くなる可
能性を低くするが、総コストを押し上げる

• 環境上有効な技術やノウハウ移転
　⇒低いカーボンリーケージにつながる可能性
あり（長期的にはリーケージを打ち消す）



５、　緩和の方法と手段

緩和オプションを効果的に実施するには

　　　　



５、緩和の方法と手段
５、１　緩和オプションの技術的、社会的な機会の全面的
　　　な探求を妨げる障壁を克服する

５、２　温室効果ガス排出を制限、または削減する政策　
　　　を組み合わせる

５、３　非気候目的国内政策や部門政策の開発と合致さ　
　　　せる

５、４　各国間、部門間で強調する

５、５　リスクを管理する

５、６　早く行動する

５、７　環境保護、費用効果性、公平性のバランスを取る



５、１　緩和オプションの技術的、社会的な機会の
全面的な利用を妨げる障壁を克服する

障壁とは？

技術的、経済的、政治的、文化的、社会的、

行動上、組織上の障壁

これら障壁のタイプや緩和の機会は、地域により、部門に

より異なり、また、時間とともに変化する

Ex,  貧困層は技術を採用したり、社会的な行動を変える
機会が限られている



障壁の克服方法
・大半の国

　革新的な資金調達や制度改革、貿易障壁の除去で便
益を受けることができる

・先進工業国

　社会的なそして行動上の障壁を除去することに将来の
機会が存在する

・経済移行国

　価格の合理化に将来機会がある

・途上国

　価格の合理化、データや情報へのアクセス増加、

　先端技術の利用可能性、訓練やキャパシティビルディン
グに将来的な機会がある



５、２　温室効果ガス排出を制限、また
　は削減する政策手法を組み合わせる

政策手法の例
排出・炭素・エネルギー税、排出権取引、補助金の付与・排除、

貯蓄・払い戻しシステム、技術・実行基準、エネルギーミックス、

製品の禁止、自主協定、政府投融資、研究開発援助

経済的手法、エネルギー効率基準、性能基準、

自主協定、政府や民間の研究開発支援、

情報キャンペーン、環境ラベル、etc
を組み合わせることにより効果が上がる可能性



５、３　非気候目的国内政策や部門
政策の開発と合致させる

気候変化緩和⇔広範囲な社会経済政策や傾向

１、気候緩和政策はより広範囲な社会目的に合致するも
のなら、持続可能な開発を促進する可能性がある。

２、緩和行動によっては気候変化以外の分野でも便益を　
　生む

Ex, 健康問題の減少、雇用の改善、
　　負の環境便益削減、森林・土壌・流域の保護と育成

　　温室効果ガス排出を増加させる助成金や税金の削

　　減、持続可能な開発という広範囲な目標に貢献する

　　形での技術革新や普及の誘起



Ex, エネルギー政策

３つのポイント

効率性、安定供給、環境

エネルギー基盤の開発、価格、税金政策

⇒各国のプライオリティにより炭素集約度異なる



５、４　各国間、部門間で強調する

利点

１、緩和コストの削減、

２、競走上の懸念、国際的な貿易規則と矛盾する
可能性、カーボンリーケッジへの対処を助ける

Ex,  京都議定書
　　排出権取引、共同実施、ＣＤＭ



５、７　国際体制の環境上の有効性、気候政策の費用効
果性、合意の公平性の間でバランスを取る

いかなる国際体制でも、その効率性と公平性の

両方を向上させる形で設計することが可能である

Ex,  努力を適切に配分し、インセンティブを提供す
ることで、体制への加入を魅力的にする



５、５　リスクを管理する

近未来での気候政策の決定は、濃度安定化目標

を議論している過程において行われている

⇒不確実性の下での政策立案



１、賢明なリスク管理戦略が必要

　勘案事項

　・環境上、経済上どのような影響があるか

　・気候変化が起こる可能性

　・社会のリスクへの態度

２、段階的な解決策を提案

　「次の１００年間にとって最善のコースとは何か」ではなく、

　「長期的な気候変化が予測され、それに不確実
性が伴うことを考慮した上で、近未来の最善の
コースとは何か」を考える



５、６　早く行動する
利点

温室効果ガスの大気濃度安定化に向けた動きに

柔軟性を増す

Ex,
・既存の低排出技術のより早い展開を促す

・炭素集約型技術への固定を回避するのを助け

　る可能性がある将来的な技術変革に対し強いイ

　ンセンティブを与える

・目標を将来さらに厳しくすることを可能にする



６、　知識のギャップ
気候変化に対する政策立案に十分な情報を利用

可能とするためにはさらなる研究が必要である。

１、途上国での研究

２、将来の予測の強化

３、不確実性を削減する



ポイント１

技術革新及び社会改革オプションでの地域別、国

別、部門別のポテンシャルをさらに探求する
・CO2と非CO2、非エネルギー緩和オプションでの短期・
中期・長期のポテンシャルコスト、異なる地域での技術
普及の理解、

・温室効果ガス排出の低下につながる社会的な改革分野
での機会の明確化

・緩和措置が陸上での炭素の出入りの流れに与える影響
についての総合的な分析

・地球工学分野での基本的な調査



ポイント２

全ての国での気候変化緩和に関係する経済的、

社会的、組織上の問題

・地域別の緩和オプションと障壁の分析、

・公平性評価への影響

・途上国における統合的な評価分野における気候変化
緩和と能力育成のための適切な手法とデータソースの
改善



ポイント３

緩和オプションの可能性とそのコストの分析手法、

特に結果の比較可能性に注目する
・温室効果ガス削減行動を抑制する障壁の特徴は開くと
測定

・緩和モデル化技術の一貫性・再現性・アクセス低の向
上、モデルの習得

・服地便益の評価方法

・さまざまな温室効果ガス安定化シナリオでのベースライ
ンの家庭にコストがどれだけ依存するかの分析

・気候政策立案での不確実性や社会経済的、生態学的
リスクを扱う上での意思決定分析枠組みの開発



ポイント４

気候緩和オプションを、持続可能性、公平性の

概念で評価する

・すべての部門での持続可能な消費パターンを含めた
多様な開発経路の探求

・緩和と適応の統合分析

・気候変化に特化した政策と持続可能な開発を促進す
る一般政策との協調を図る機会の明確化

・公平性評価の意味合い、広く多様性のある安定化体
制下でのオプションについて化学的、技術的、経済的
影響を分析
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